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1976年，アチェ民族は自由アチェ運動（Gerakan Aceh Merdeka/ GAM）
を結成し，アチェ・スマトラ国の独立宣言を契機として，インドネシア政府
との間に武力衝突が生じた。1989年，政府はアチェを軍事作戦地域（Daerah 




















































































































































解決策の一つとしてアチェ人民の自決に取り組むための権利（right of the 
Achehnese to work on self-determination）を支持している40。しかしアチェ
の分離独立には言及していない。
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展し，1968年，ムスリム独立運動（Muslims （Mindanao） Independence 
Movement/ MIM）がバンサモロのホームランドをフィリピン政府から守
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るためとして分離独立を宣言した100。1974年，モロ民族解放戦線（Moro 




































































































































1996年，MNLFとの和平協定（Peace Agreement with the Moro National 
Liberation Front）においてフィリピン政府は，平和開発地域（Zone of Peace 
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意覚書（Memorandum of Agreement on Ancestral Domain/ MOA-AD）149は，
最高裁による違憲判断のため実施には至らなかったが，同覚書において政府




2012年，ミンダナオ和平に関する枠組み合意（2012 Framework Agreement 
on the Bangsamoro）151において，ARMMに代えて，より自治権および領域的


























































































－92 （　  ）－
会的および文化的遺産並びに生来の権利を保存するために協議を続けること
に合意した。MOA-AD（2008年）は「先祖伝来の領有地および先祖伝来の土







































とは法的地位が異なる新たな自治的政治的実体（New Autonomous Political 










































































（Ompia Party and the Islamic Party of the Philippines / IPP, Developing 


















－97 （　  ）－
　　　　　　　　　　　
１　スマトラ島面積の75－80％に相当する。




３　Ministry of Health, Republic of Indonesia: http://www.depkes.go.id/index.php?lg=LN02.
その他にジャワ族（Javanese） 16%，ガヨ族（Gayo Lut, Gayo Luwes）12%，アラス族（Alas） 
4%等が居住する（Lesley McCulloch, “Aceh: Then and Now, Minority Rights Group In-
ternational Report,” Human Rights Watch, 2005, 8）。なお，インドネシア政府は民族別人
口については調査していない。
４　アチェ民族は東南アジア地域において歴史的に最も早くイスラム教を受容し，16世紀
にはマラッカ海峡地域で最強の王国を樹立した（Minority Rights Group International, 













８　1999年，ジュネーブのNGO（Henry Dunant Center / HDC）の仲介による和平交渉によ
り，2000年，停戦合意（Joint Understanding on Humanitarian Pause for Aceh/ JUHPA）
が結ばれ，「アチェの特別地方自治に関する2001 年法律第18号（Law No. 18/ Law on 
Nangroe Aceh Darussalam / NAD法）」の制定により，アチェの天然資源収益からの歳入
にも配慮した特別自治の地位が認められ，2002年－2009年，アチェ語で「国」を意味する
「ナングロ」を冠してナングロ・アチェ・ダルサラーム州（Nangroe Aceh Darussalam 
province）と呼ばれた。しかし国軍による軍事作戦により停戦の合意は破られ，GAMは
NAD法の実施を拒否した。
　　2002年12月9日，「敵対行為停止の枠組み合意」（Cessation of Hostilities Agreement/ 
CoHA）」が結ばれ，停戦監視のためにインドネシア政府，GAM，外国軍（タイ，フィリピ











人，避難者数417,438人，被災建物数514,150戸とされる（Relief Web Map Centre, “South 
Asia Earthquake and Tsunami: Affected Population 2005,”WHO Situation Report 32, 
2005）。アチェは全犠牲者数の大部分を占める甚大な被害を被った。
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